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１ 趣旨 

（１）教育委員会の趣旨 

平成１９年６月に、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正され（平

成２０年４月１日施行）教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状

況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとと

もに、公表することとされました。 

この報告書は、同法の規定に基づき、教育委員会が行った点検評価の結果をまとめた 

ものです。 

 

（２）教育委員会制度 

教育委員会は５人の委員で構成されています。委員は、教育に見識を有する者のうちか

ら町長が議会の同意を得て任命します。 

教育長は、常勤で、教育委員会の会務を総理し、教育委員会を代表（会議の主宰者、具

体的な事務執行の責任者、事務局の指揮監督者）します。 

また、これらの事務を処理するために、教育委員会に事務局が置かれています。 

 

（３）教育委員の構成   （令和３年４月１日現在） 

職 名 氏 名 任 期 

教育長 中西 正典 平成３０年 ９月２０日～令和 ３年 ９月１９日 

職務代理者 杉本 誠 令和 ２年１２月２６日～令和 ４年１２月２５日 

委員 西田 英紀 令和 元年１２月２６日～令和 ５年１２月２５日 

委員 藤原みづえ 令和 ２年１２月２６日～令和 ６年１２月２５日 

委員 田邊 鈴子 平成２９年１２月２６日～令和 ３年１２月２５日 

  

２ 「点検・評価」の内容について 

平成２０年度から法の改正により点検・評価が必要になりました。前年度内に行った

事業、活動の実績等を報告します。 

 

３ 教育委員の活動 

項 目 内 容 活動実績 成果・課題 

（1）教育委員会の 

会議 

①教育委員会会議 開催 

回数 
13 回 

教育委員会会議規則に基づき開催 

定例会 12 回、臨時会 1 回。 

②会議の工夫 
― ― 

会議の効率化・充実に向け事前配

布する等工夫が必要。 

（2）会議の公開、

保護者等への情報

発信 

①議事録の公開、

広報の状況 ― ― 

公開しているが、公開請求はない。 

（3）教育委員と事

務局との連携 

①教育委員と事務

局との連携 

開催 

回数 
13 回 

定例会、臨時会の終了後、毎回、

情報交換をおこなっている。 

（4）教育委員と首

長との連携 

①教育委員と首長

との意見交換会の

実施 

開催 

回数 
1 回 

総合教育会議で町長と教員委員が

意見交換を行った。 

（5）教育委員の自

己研鑽 

①研修会、視察等

への参加 

参加 

回数 
2 回 

町研修 1 回、県研修１回 

（6）学校に対する

支援 

①学校訪問 

訪問

回数 
４回 

入学式、卒業式、運動会等の学校

行事に合わせ訪問した。 

広く情報を聴取し、支援を行って

いく。 
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②教育委員会への

校長出席 
出席 

回数 
2 回 

年 2 回、定例会に校長に出席させ、

報告と意見交換の場を持ってい

る。 

（7）教育委員会 

活動への支援 

①社会教育事業へ

の参加 

参加 

回数 
１回 

町文化祭、駅伝、ジョギング大会

の事業は中止、成人式は、開催 

 

 

４ 教育委員会の活動 

項 目 活動実績 成果・課題 

（ 1）学校教育又は社会教育に関す

る一般方針を定めること。 
件数 1 件 

度会町教育基本方針を定めている。 

学校、（ 2）公民館及び図書館の設置及び

廃止を決定すること。 
― ― 

該当なし 

（ 3）学校、公民館及び図書館の敷

地を選定すること。  
― ― 

該当なし 

（ 4）県費負担教職員の服務の監督

の一般方針を定めること。 
― ― 

該当なし 

（ 5）県費負担教職員の懲戒、任免

その他人事に関すること。 
件数 3件 

4 月の人事異動に伴う教職員の任免

等の内申を行った。 

（ 6）教育委員会及び学校その他の

教 育 機 関 の 県 費 負 担 教 職 員 以 外 の

職員の懲戒、任免その他人事に関す

ること。 

件数 2件 

4 月の人事異動に伴う町費負担職員

の任免を行った。 

（ 7）教科書その他の教材の取り扱

いに関すること。  

決定 

件数 
 1件 

小学校用「特別の教科 道徳」 

（ 8） 1 件 50 万円を超える教育財産

の取得及び処分を決定すること。  件数 1件 
給食用備品(蒸気式食器消毒保管機) 

度会小学校プロジェクター 

（ 9） 1 件 50 万円を超える工事の計

画を策定すること。  

件数 5 件 

度会小学校駐車場法面排水修繕等工事 

度会小学校１階西女子トイレ改修工事 

度会中学校野球防球ネット設置工事 

一之瀬公民館改修工事 

小川郷体育館非構造部材改修工事 

（ 10）教育委員会規則の制定又は改

廃を行うこと。  
制定 

改正 

1 件 

2 件 

度会町学校運営協議会規則制定 

度会町文化財保護条例施行規則の一

部改正 

度会町立学校の管理に関する規則の

一部改正 

（ 11）教育予算その他議会の議決を

経 る べ き 議 案 に つ い て 意 見 を 申 し

出ること。  

件数 4 件 

教育関係の予算への意見を求めた。 

（ 12）社会教育委員及び公民館運営

審議会委員を委嘱すること。 
件数 1 件 

社会教育委員、公民館運営審議会委員

の委嘱をした。 

（ 13）校長教員その他教育関係職員

の研修の一般方針を定めること。  
― ― 

該当なし 

（ 14）学齢児童生徒の就学すべき学

校の区域を設定し、又はこれを変更

すること。  

― ― 

該当なし 
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５ 事業の実績 

（１）人権教育 

基本施策 すべての人が尊重される社会 

施策の目標 人権感覚あふれる学校づくり（学校人権教育） 

人権尊重の町づくり（社会人権教育）   

現状 町人権教育は、保育所、小中学校、高等学校、特別支援学校、町議会、町行政

から構成する「度会町人権教育推進協議会」を主体とし、「度会町人権教育基本

方針」に基づき取り組んでいる。 

それぞれの組織が実施している人権教育の充実や連携に努めている。しかしな

がら、社会には障がい者や高齢者等さまざまな人権問題があり、一層の啓発活

動や人権意識向上への取組に努めていく必要がある。 

事務事業 文化人権講演会―中止、広報による啓発（人権リレー）、 

小中学校人権フォーラム中止、小中学校合同研修会、研究公開授業、 

保育所や県立学校との交流学習、県人権教育研究協議会への参加 

主たる成果 文化人権講演会 コロナ感染症まん延により中止  

小中学校人権フォーラム コロナ感染症まん延により中止 

広報での人権リレー掲載（年 1 回） 

自己評価 小中学校人権フォーラムは、コロナ感染症まん延により中止となった。今後は、

コロナ感染症まん延防止対策を講じながら事業を実施できるように検討を図っ

ていきたい。 

文化人権講演会は、コロナ感染症まん延により中止となった。今後は、コロナ

感染症まん延防止対策を講じながら事業を実施できるように検討を図っていき

たい。また、過去の課題としては相変わらず若年層の参加が少ない現状である。

周知については、広報紙や折込チラシやポスターの掲示、防災無線等で周知を

行っているものの、より多くの人に参加いただけるように内容や講師、周知方

法の検討を重ねていきたい。 

今後の課題 コロナ感染症まん延防止を図りながら事業を実施する方法を検討していきた

い。限られた経費の中、その内容や講師についての選考が難しくなっている。

あわせて、参加者数の年齢層の固定化も課題である。 

学校人権教育の面では、家庭や地域との連携や広がりも検討をしていきたい。 

 

(２)生涯学習の振興 

基本施策 生涯学習の推進 

施策の目標 生涯の学習の推進により、生きがいを持って日々の生活を送る 

現状 自己にあった生涯学習のきっかけを見つけ、生きがいを持って送るために講座

を開催している。現在、着物・現代マナー、英会話、絵手紙、楽しいトールペ

イント、初めてのパン作り講座、健康太極拳、茶道講座、はじめてヨガ教室、

かんたんピラティス、なるほど!歴史講座の 10 講座を開催している。図書館に

ついては、毎年蔵書を購入し、小中学校、公民館の充実を行っている 

事務事業 公民館事業、文化祭（中止） 

成果 コロナ禍により開講は遅れ、たびたび休止もあったが、ほぼ予定通りの回数で

実施できた。例年の講座の開催で、受講生は複数年にわたる人が多くなってい

る。また、講座卒業後、自主クラブで引き続き活動を行っている。 

町民文化祭はコロナ禍により中止となった。次年度はまん延状況を注視しつつ、

感染対策を徹底して開催を検討する。 

自己評価 会員の作品や発表は、年々質の向上が見られる。ただ、固定化と高齢化が著し

く、新たに始める方が少ない状況である。 

今後の課題 文化活動者の高齢化が著しいことから若い世代の受講を期待しているので、若

い方に参加してもらえる講座を企画していく必要がある。また、文化協会の立
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ち上げや運営についても、検討を行っていきたい。 

 

 

（３）スポーツレクリエーションの振興 

基本施策 スポーツレクリエーションの推進 

施策の目標 世代を超えたスポーツの振興 

現状 積極的に取り組む人が増えている半面、スポーツ離れの現象も起こっており、

二極化が起こっている。いつでもどこでも気軽にスポーツを楽しめる機会をつ

くるためスポーツクラブを中心とした取組を行っている。 

コロナ禍により、生活習慣が変化し運動不足となった人も多く、生涯スポーツ

推進の意義は大きくなっている。 

事務事業 総合型スポーツクラブ、体育協会、スポーツ推進委員の支援 

成果 主催イベントはほぼ軒並み中止となっている。総合型スポーツクラブも日々の

練習に大きな影響が出ているだけでなく、大会などの成果を試す場も中止が相

次ぎ、特に子どもたちのモチベーションに悪影響を及ぼしている。 

自己評価 度重なる緊急事態宣言などにより、日々の練習にすら支障を来す状況が続いた。

代替大会の開催や対策の徹底について引き続き協力していく。 

今後の課題 コロナ禍の中でできることを支援していくとともに、安心安全にスポーツが楽

しめるよう、感染対策の周知徹底を引き続き図る。 

 

 

（４） 学校教育の充実 

基本施策 学校教育の充実 

施策の目標 子どもが安全な環境で学ぶ意欲をもち、豊かな人間性を築く 

現状 小学校統合より 13 年が経過し、児童も落ち着いた環境で過ごせている。1 小学

校 1 中学校となり、多くの面で相互連携が図られてきている。 

しかし、一方で、過疎化や出生率の減少の他コロナ禍による各種行事の中止等、

児童や保護者らの交流も難しい状況になりつつある。 

ﾞＧＩＧＡスクール構想の実施に伴い、小学校及び中学校の児童生徒に１人１台

端末を貸与することが出来ました。また、新型コロナ対応臨時交付金事業の適

用を受けて、小中学校のＧＩＧＡスクール構想をさらに推進することができた。 

事務事業 ﾞＧＩＧＡスクール構想の実施、新型コロナウィルス対応交付金事業、スクール

バス運行事業、教育支援センター運営事業、学校評議員・関係者評価委員の設

置、要保護準要保護児童生徒援助事業、特別支援教育就学奨励事業、ＡＬＴ活

用事業、スクールカウンセラー活用事業、学校給食管理事業、学力調査活用事

業、環境整備事業、途切れのない支援事業、学習支援員・心の相談員の配置 等 

成果 保－小－中の「途切れのない支援体制」の整備により、幼少期からの一貫した

支援が行えるようになってきている。 

スクールカウンセラーや心の相談員の配置により、子どもや保護者の声を聴き、

適切な対応に繋げていくことができている。 

 

自己評価 登下校の安全、学校行事、総合体験学習など多くの面で、保護者や地域関係者

等の協力者が重要な人材となっている。 

業務の引継ぎ連携を丁寧に行うことで、小さな町ならではの支援、対応を行っ

ている。 

今後の課題 地域での支援者の多くが高齢であり、固定化も見られる。学校や教育委員会は

情報発信に努め、学校教育活動への関心を寄せていただき、評価を受けること

で、より良い学校運営を目指していく必要がある。 
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（５）文化の振興 

基本施策 文化の振興 

施策の目標 伝統文化の保存及び地域の文化に触れる 

現状 文化財の所在地で開発行為、住宅の新築等の増加により、文化財保護が難しく

なってきている。 

事務事業 文化財調査事業、ふるさと歴史館整備事業 

成果 文化財調査事業 平成 26 年に文化財調査委員会を立ち上げ、町内の文化財調査

を開始し、保護・活用について年間通して活動している。 

ふるさと歴史館整備事業 町郷土資料館(棚橋)を旧小川郷小学校へ移設後、「度

会町ふるさと歴史館」を開館し、専門家の指導により、森添遺跡出土品や民俗

品の展示を行っている。また、郷土の歴史を学習できる体験イベントや講座を

年数回実施している。 

自己評価 郷土教育の拠点として、ふるさと歴史館が機能を果たしている。コロナ禍によ

る休館、小中学生の見学の中止、県外からの学生や研究者の来訪中止などで来

館者が減少しているため、感染対策を行いつつイベントの開催や周知宣伝に努

める必要がある。 

今後の課題 文化財の価値を適正に見極めて、保護・活用を進めていく必要がある。 

また、歴史的な面に加えて自然分野においても保護・活用を進めていく必要が

ある。 

 

６ 結果の公表 

 「点検・評価」については、地方教育行政法の改正により、平成２１年度から実施する

もので、それぞれの行政が自由な書式により実施することになりました。本年度は令和２

年度実績を下記の方法により周知を行います。 

① 町への報告 

② 議会への報告 

③ 町ホームページへ掲載 

 


